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○営業収入 ・運送収入 ・運賃収入
・料金収入

・運送雑収

○営業外収入 ・営業外収益

○全事業に対する貸切事業の収入比率（％）

第２回貸切バス事業の要素別原価の調査①

平成2５年度の一般貸切旅客自動
車運送事業輸送実績を基に、
実働率と実働日車営業収入を算定

＜以下の事業者を除く＞
・安全運行に欠ける事業者（事故報告規則
第4条の「速報」をした者）

・最近の年度中に、譲渡譲受、合併、長期労
働争議があった事業者
・兼業部門の営業収入に対する貸切収入が
５０％未満の者

・保有車両数５両以下の者

平成2５年度の一般貸切旅客自動
車運送事業輸送実績を基に、
実働率と実働日車営業収入を算定

＜以下の事業者を除く＞
・安全運行に欠ける事業者（事故報告規則
第4条の「速報」をした者）

・最近の年度中に、譲渡譲受、合併、長期労
働争議があった事業者
・兼業部門の営業収入に対する貸切収入が
５０％未満の者

・保有車両数５両以下の者

標準能率事業者の選定の基礎標準能率事業者の選定の基礎 標準能率事業者の選定標準能率事業者の選定

標準能率事業者を選定するため、
以下の条件で選定

＜以下の条件により選定＞
・実働率及び実働日車営収が、ともに管内
（関東、中部の愛知県、近畿、九州の福
岡県は都道府県ごと）の平均値を上回る
事業者を抽出
・実働率９５％以上または実働日車営収が
概ね１２万円を超える事業者は契約輸送
等特殊な輸送形態が多いものとして除外
・毎年、日バス協に収支状況を報告してい
る事業者を参考調査事業者として追加

標準能率事業者を選定するため、
以下の条件で選定

＜以下の条件により選定＞
・実働率及び実働日車営収が、ともに管内
（関東、中部の愛知県、近畿、九州の福
岡県は都道府県ごと）の平均値を上回る
事業者を抽出
・実働率９５％以上または実働日車営収が
概ね１２万円を超える事業者は契約輸送
等特殊な輸送形態が多いものとして除外
・毎年、日バス協に収支状況を報告してい
る事業者を参考調査事業者として追加

要素別原価の算定要素別原価の算定

平成2６年度におけ
る貸切事業収入、要
素別原価、総乗務時
間、安全コストに係
る経費、貸切換算自
己資本の算定のため、
調査票の記入依頼を
実施

平成2６年度におけ
る貸切事業収入、要
素別原価、総乗務時
間、安全コストに係
る経費、貸切換算自
己資本の算定のため、
調査票の記入依頼を
実施

調査票の回収・分析調査票の回収・分析

調査票の回収

提出事業者のうち、
標準能率事業者の要
素別原価を算出し、
時間・キロ当たりの
賃率を算出

調査票の回収

提出事業者のうち、
標準能率事業者の要
素別原価を算出し、
時間・キロ当たりの
賃率を算出

要素別原価等の調査項目

要素別原価の調査の流れ

・人件費（基準賃金、年間臨給、退職金、厚生費）
・人件費（基準外賃金）∥ ・燃料油脂費 ∥ ・車両修繕費

○運送費 ・車両減価償却費 ∥ ・自動車税 ∥ ・自動車重量税
・ 自動車損害賠償責任保険料 ∥・車両保険料
・その他経費（手数料）

○一般管理費 ・人件費

・その他経費

○営業外費用 ・金融費用

・その他費用

○適正利潤

貸切事業収入（Ｈ２６年度実績）

要素別原価（Ｈ２６年度実績）

○総乗務時間実績 （全運転士の乗務時間の総合計）

○安全措置又は安全関係設備への投資額及び計画額

○負債合計＝Ａ ○資本合計＝Ｂ
○負債及び資本合計 Ｃ＝Ａ＋Ｂ ○自己資本構成比（％） Ｄ＝Ｂ／Ｃ

○貸切事業用資産 ・車両簿価＝Ｅ
・その他固定資産簿価＝Ｆ
・運転資本＝Ｇ

・ベースとなる資産合計 Ｈ＝Ｅ＋Ｆ＋Ｇ

○資本報酬 Ｉ＝Ｄ×Ｈ×資本報酬率

乗務時間（Ｈ２６年度の指定６か月間の実績）

貸切事業に係る資本報酬（Ｈ２６年度実績）

安全コスト（３か年分の実績及び計画）

・貸切バス安全性評価認定経費 ∥ ・先進安全自動車の導入
・デジタル式運行記録計の導入 ∥ ・ドライブレコーダーの導入
・事故防止コンサルティング経費 ∥ ・ITを活用した運行管理機器

１

～平成27年12月～平成27年12月 平成28年1月平成28年1月 平成28年2～3月平成28年2～3月調査実施スケジュール（予定）調査実施スケジュール（予定）



第２回貸切バス事業の要素別原価の調査②

２

要素別原価等調査票

大型車

中型車

小型車

（単位：千円）

運送収入

料金収入

（単位：千円）

その他経費のうち斡旋手数料

平成26年度
末車両数

実車走行キロ（キロメートル）

走行キロ（キロメートル）

自動車重量税

自動車損害賠償責任保険料

その他経費

小　　　計

人件費

車両保険料

その他経費

小　　　計

営業収入（円）

実働日車あたり営業収入（円）

延実在車両数（日車）

延実動車両数（日車）

実働率（％）

営業外費用

適正利潤（５．の資本報酬額が自動入力されます。）

合　　　　計

金融費用

一般管理費

その他費用

小　　　計

主たる事業所の都道府県名

事業者名

人件費
（基準賃金、年間臨給、退職金、厚生費）

人件費（基準外賃金）

燃料油脂費

車両修繕費

車両減価償却費

自動車税

１．貸切事業収入（平成２６年度実績）

運送費

２．要素別原価（平成２６年度実績）

全事業に対する貸切事業の収入比率（％）

営業収入

営業外収入

合　　　　計

運送雑収

営業外収益

運送収入

（注）

（単位：千円）

２６年度（実績額）
２７年度

（実績又は計画額）
２８年度（計画額）

（注）

（単位：千円）

Ａ

Ｂ

Ｃ＝Ａ＋Ｂ

Ｄ＝Ｂ／Ｃ

Ｅ

Ｆ

Ｇ

Ｈ＝Ｅ＋Ｆ＋Ｇ

Ｉ＝Ｄ×Ｈ×資本報酬率

（注）

記入担当部課

記入担当者

連絡先（TEL）

連絡先（Eﾒｰﾙ）

５．貸切事業に係る資本報酬（平成２６年度実績）

①　出庫から帰庫までの乗務時間実績を、運転日報や運行指示書等をもとに算出願います。
②　交替運転者が同乗している場合、運転以外の同乗時も含んだ乗務時間を算出してください。

③　日帰り運行における休憩時間は乗務時間に含みますが、宿泊を伴う運行の場合は、宿泊施設到着後１時間（車内
清掃等）、宿泊施設出発前１時間（始業点検）を乗務時間に加え、それ以外の宿泊施設滞在時間は控除してください。
④　全運転者について、別途指定した６ヶ月間（奇数月または偶数月を指定）の乗務時間の総合計を記入してください。

４．安全コスト（平成２６、２７、２８年度の実績及び計画額）

安全措置または安全関係設備

貸切バス安全性評価認定経費

先進安全自動車の導入

デジタル式運行記録計の導入

①　安全措置または安全関係設備に係る投資実績及び計画を記入してください。
②　減価償却資産の場合は、年度の減価償却費を、一括償却の場合は経費額を記入してください。

③　例示項目以外の安全投資を行った場合は、空欄に追加して記入してください。

自己資本構成比（％）

貸
切
事
業
用

資
産

車両簿価

その他固定資産簿価

運転資本

①　固定資産の貸切バス事業への配分は、「自動車運送事業に係る収益及び費用並びに固定資産の配分基準につい
て」（昭和52年5月17日付け　自総第338号、自旅第151号、自貨第55号）により配分してください。

②　運転資本は営業費（償却費を除く）の４％としてください。
③　資本報酬率は０．１１２です。

資本報酬

ベースとなる資産合計

負債合計

資本合計

負債及び資本合計

総乗務時間実績（６ヶ月間）

３．乗務時間（平成２６年度の指定した６ヶ月間の実績）

ドライブレコーダーの導入

合　　　　計

事故防止コンサルティング経費

ITを活用した運行管理機器


